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Ⅰ．はじめに
2018年８月に公表された平成30年度学校基本調査（速
報値）１）によれば，高等教育機関への進学率は過去最高の
81.5％（前年度比0.9％増）に達した．そのうち，大学へ
の進学率を示す53.3%（同0.7％増）という数字は，すな
わち18歳人口の２人に１人が「大学生」になっているこ
とを示しているが，この高い進学率はとりもなおさず，
学力や学習意欲をはじめ，入学してくる学生の様相を実
に多様なものにした．文部科学省高等教育局は2000年の
時点で「大学生における学生生活の充実方策について」
（通称「廣中レポート」）２）を発表し，「目的意識が希薄で
あったり，人とうまくつきあえない，無気力などさまざ
まな心の問題を抱える学生」が増えていることを指摘し
た．20年近くたった現在，入学者選抜試験の形態の多様
化や18歳人口の減少などと相まって，その傾向はさらに
顕著なものになってきているように見える．
窪田らは，学生の質の変化について，志願者が多く入
学への敷居が高い大学と，そうでない大学とでは差があ
るとし，「ドロップアウトする危険を多くはらんでいる学
生の占める割合は，明らかに＜大学入学の敷居の低さ＝
入りやすさ＞と比例している」と述べた３）．その上で，
敷居が低い大学では，学生相談室が支援機能をより一層
充実させることや，大学コミュニティ全体に積極的にか
かわり協働していくことの重要性を指摘している．
筆者が学生相談員を務める本学は，全学生数が600名に
満たない小規模大学で，専門性を備えた医療系資格の取
得を卒業時の目標にしている．学生数が少ないことを生
かした「面倒見のよさ」４）があるため，複数資格の取得や
大学院進学など高い目標を掲げ，意欲がある学生にとっ
ては，魅力的で充実した学生生活が用意されているとい
える．
だが，その一方で，入学しやすい敷居の低さがあるた
め，たとえば，将来のビジョンがはっきりしないまま， 
「手に職を」という保護者の勧めに従って入学してくる学
生，不本意な思いを抱え入学後の目標を見出せない学生，
不適応や不登校といった入学前からの課題を持ち越した
まま入学する学生，発達障害等の背景がある学生など，
実に多様な学生が在籍する．そして，そういった学生に
とっては，医療系資格の取得を目指すこと自体が大きな
ハードルとなり得る現状があり，全国平均を上回る休退
学率や留年者数の増加につながっている側面があるのは
否めない．
ところで，「大学における学生相談体制の充実方策につ
いて」（通称「苫米地レポート」）によると，学生生活の
サイクルは，初期適応を目指す第１ステージ，学業や友
人関係，進路等をめぐって多様な模索をする第２ステー
ジ，卒業に向けて大学生活を総括する第３ステージに分
けられる５）．本学の休退学者が，特にこの第１ステージ
から第２ステージ序盤にかけての時期に多い現状を踏ま
えると，学生に幅広く対応できる複数の機能を備えた学
生相談のあり方が必要であると同時に，入学後早期の対
応やドロップアウト予防もできる体制を整えることが喫
緊の課題であると考えられる．
そもそも学生相談が心理療法的な専門性だけでは成り
立たないと言われ始めてから久しい．本学のような多様
な学生にかかわるためには，学生相談室が，いわゆるク
リニックモデルと呼ばれるような個別の心理臨床的アプ
ローチだけでなく，学生を多面的にサポートできる場へ
と転換し，機動力のある学生支援の中核的な担い手となっ
ていく必要もあるだろう．
また，学生相談が大学教育の一環であるとするなら 
ば２），本学において学生相談室が当初どのように作りつ
けられ，時間経過を経て，現在どのような機能を果たし
ているかを点検することや，教育上，学内にどのように
位置づけられていくのが適切か，包括的な学生支援とい
う視点から，その体制のあり方の検討と再考を試みるこ
とが有意義であると考える．
そこで，本稿では本学の沿革並びに学生相談室が設置
されてからの状況について概観し，学生相談室に期待さ
れる役割とその変容，活動実態を提示する．その上で，
学生に対する包括支援体制の構築に向けて，課題や展望
を示すこととする．
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Ⅱ．方　　法
本学の沿革と，学生相談室の概要（体制，利用状況，
活動等）を時系列に沿って記述する．記述した内容をも
とに，学生相談室の役割や機能を点検し，今後の支援体
制の構築に向けた指針とする．なお，筆者が着任する以
前の2011年５月～2013年６月までの状況については，記
録をもとに記述することとする．
Ⅲ．結　　果
１．本学の沿革
本学は2009年に設立された２学部３学科（保健医療学
部鍼灸学科，同柔道整復学科，看護学部看護学科）から
なる大学で，開学３年目に開設された鍼灸センター，接
骨センター，クリニック（内科，整形外科）が附属施設
として地域住民に開かれている．2013年度からは大学院
が設置され，開学10年目を迎えた2018年度の学生数は約
580名（学部定員680名）である．
学部卒業時には，はり師，きゅう師，柔道整復師，看
護師の各種国家試験の受験資格が得られるほか，付帯教
育を受けることで，保健師や日本スポーツ協会公認アス
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レティックトレーナー，スポーツリーダー等の受験資格
を得ることもできる．
職員の事務組織には，総務課，会計課，教務課，学生
課，公的研究支援室，附属図書館事務室，アドミッショ
ンセンター事務室がある．
２．学生相談室の概要
学生相談室は，附属施設が開設されたのと同じ2011年
度の５月に設置された．学内的には，保健管理センター
内の一部機能として位置づけられ，同センター規則で規
定されている業務のうち，「健康保健，精神衛生上必要
な学生の個人的問題に関する相談，指導及び助言」の一
端を担うものとしてスタートした．
以下は，開設から2018年９月末日までの活動や利用状
況等について，開室時間や相談員体制等の変化に応じ，
便宜的に第一期～第四期に分けて記述する．
１）第一期（2011年５月～2013年６月）
開設当初は週に１日３時間という限定的な開室で，
担当するのは非常勤相談員１名（臨床心理士，勤務時
間は週に４時間）のみだった．
業務として標榜していたのは，個別の心理面接のほ
図１　学内における学生相談室の位置づけ〔第一期　2011年５月～2013年６月〕
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学生相談室開設当初、学科教員が相談室利用を勧めるケースは散見さ
れたものの、精神疾患や情緒不安定が主訴となる（個別的な心理面接
が必要と判断される）場合に限定されていたため、学内・学外連携は
ほとんどなかった。学修等の支援が必要な場合でも、当該学生は個別
に教員・職員・看護師らのもとを訪れるだけで、その情報が学生相談
室と共有される体制は整えられていなかった。
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図１ 学内における学生相談室の位置づけ
第一期 年月～年月
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か，心理検査，オープンスペース（授業の空き時間等
に利用できる自由空間）の提供，コラージュ療法を用
いた小グループ活動だったが，それらは本学の状況を
踏まえたわけではなく，他大学の取り組みをそのまま
取り入れる形にとどまっていた．学生相談に訪れる学
生の実際の主訴は，対人関係の悩みや情緒不安定といっ
た心理的な問題が多く，個別カウンセリングによるか
かわりが中心にならざるを得なかった．また，教職員
と連絡を取り合うことはあっても，連携協働するまで
には至らないことがほとんどだった（図１）．
心理相談以外には，リーフレットの作成，学生相談
通信（年数回）の発行，大学ホームページ上のサイト
開設といった学内広報活動を行っていた．だが，その
すべてを１人の相談員が週に４時間という勤務時間内
に行うのは，限界があったことが当時の記録から垣間
見える．また，学内に学生相談のための独立した部屋
がなく，開室日には，一室しかない保健管理センター
の一角を間借りする形だったため，面接途中に具合の
悪い学生が訪れたり，保健管理センターの本来業務が
あったり，そのたびに面接の中断を余儀なくされ苦慮
していた様子もうかがえる．
このような状況を踏まえ，開室時間の拡充と独立し
た面接場所の確保は開設初年度からの課題となった．
そして，開設から丸２年がたとうとする2013年度当初
に，学生課が業務を行う学生サポートセンターのバッ
クヤードに，パーテーションで仕切った小部屋を作り，
そこを学生相談室の独立した空間として使用すること
となった．
２）第二期（2013年７月～2014年３月）
2013年７月に相談員が交代することになったのを契
機に，開室時間が６時間（週２回各日３時間，相談員
の総勤務時間は週８時間）に拡充された．また，相変
わらず非常勤ながら相談員は２名（臨床心理士，各日
１名）に増員された．
活動内容そのものが大きく変わることはなかったが，
ちょうどこの時期，発達障害学生に対し，学科教員，
学生課，教務課，保健管理センターをはじめ，関係教
職員が全学をあげてかかわる状況があり，学生相談支
援に関する学内での連携協働が自然と滑り出した７）．
学外医療機関と連携する必要性が学内で共有され始め
たのもこの時期である（図２）．
この連携の広がり，特に学内連携活動の広がりは，
学生相談室にとってその業務を支えてもらえる大きな
図２　学内における学生相談室の位置づけ〔第二期−１　2013年７月～2014年３月〕
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図２ 学内における学生相談室の位置づけ
第二期 年月～年月
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連携協力依頼
学生相談室の開室日数が増えたとはいえ、時間と機能が限定されてい
ることに変わりない状況の中、全学的な支援が必要な発達障害学生や
不登校の学生、修学・進路に関するかかわりも必要となる学生らが相
談室につながり始めた。そのため、本人の了解が得られれば、関係教
職員へ連携協力を積極的にお願いすることにし、それが結果的に学内
外連携体制整備のスタートとなった。
連携協力依頼
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資源となった．相談員が２名に増員されたとはいえ，
情報の共有や管理，責任をひとえに引き受けるにはあ
まりにも脆弱な体制だったため，学内ネットワークが
はからずも学生相談室のセーフティネットになり得る
ことを実感できたのは大きかった．
こうして，学内での横のつながりができ始める中で，
来談者の主訴には，心理的な問題に加え，実習科目の
躓きや留年といった学業に関すること，身体的既往に
まつわる修学上の悩み，進路選択や就職活動などキャ
リアに関することも含まれるようになっていった．こ
の時期，空いている時間が少しでもあれば，相談員が
相談室の外に出て，関係教職員と積極的にコミュニケー
ションをとるよう心がけていたが，そこでの何気ない会
話が，学生相談室のもつ資源や，心理相談以外の支援
要請にも応じられるかまえがあることを理解してもら
う契機となり，紹介されて来室する学生も増え始めた．
ただ，保健管理センターから独立したとはいえ，パー
テーションで区切っただけの小部屋は，面接の声が漏
れる一方，バックヤードで人が出入りしたり，プリン
ターが起動したりする音が伝わってくるため，こころ
の深いところまでを扱う心理療法にはむしろ不向きで，
個別の心理面接は，必然的に現実的な話題を中心とし
たレベルにとどめざるを得ない状況にあった．そこで，
相談室外でできる支援，具体的には，学生対応やケー
スワークに関する教職員へのコンサルテーション，保
護者面談への同席などのほか，希死念慮や自傷，パニッ
ク障害があるような場合には，学外機関と連絡を密に
取り合って支えていく方策を相談室として身に着ける
ようになっていった（図３）．
３）第三期（2015年４月～2018年３月）
この時期になると，学内での認知度が少しずつあが
り，学生相談室の必要性が認識され始めてきた．「ここ
ろの専門的なことはわからないから，相談室があるこ
とで助かっている」という声も教員の中からぽつぽつ
聞かれるようになった．
ところで，2015年度は開学から７年目を迎え，本学
が初めて第三者機関から認証評価を受ける年にあたっ
たが，これによって，あらためて大学全体の教育体制
が見直されたことは，学生相談環境を整備させる機運
につながった部分があった．学生相談の目的や活動等
を明文化した規程の作成，相談員体制や設備の充実，
活動に対する評価機能の保持といった諸課題があるこ
とも徐々に明らかになった．
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図３　学内における学生相談室の位置づけ〔第二期−２　2014年４月～2015年３月〕
心理相談
学修に関する相談・支援
保健管理センター
学外医療機関
進路に関する相談・支援
ハラスメント相談窓口
学生相談室
教務課
学生課
教員
図３ 学内における学生相談室の位置づけ
第二期 年月～年月
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連携協力依頼
学生相談室から関係教職員へ連携協力を呼びかけたことで、関係教職
員から学生相談室にも協力の依頼が来るようになった。協力依頼は相
談室での個別面接に限ったものではなく、情報共有、学生への対応や
ケースワークに関するコンサルテーション、保護者面談への同席等に
広がり、結果、学生相談室・教職員双方向からの連携協力体制が整い
始めた。
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そのような状況を踏まえ，2015年度からは開室時間
が９時間（週３回各日３時間，相談員の総勤務時間は
週15時間）に拡充された．心理面接以外の活動に割く
ことのできる時間が物理的に確保しやすくなったため，
学生向けオリエンテーションでメンタルヘルスに関す
る話題を伝えたり，学生相談室で提供できる相談支援
内容を記載した教職員向け「学生相談のしおり」を作
成したり，リーフレットの設置場所を増やしたりといっ
た学内広報に力を入れ，その存在や活動内容をさらに
知ってもらうよう努めた．また，学生との距離を縮める
ために，学生サポートセンターに学生相談室文庫を開
設し，学習や興味に叶うような書籍を置くようにした．
その結果，2015年度までは０～１%台だった来談率
が，2016年度には4.2%，2017年度には５％にまでなり，
全国平均レベル（4.9％）８）と同程度に達した（表１）．
そして，学生相談室の利用が増えるにしたがって，
カバーする相談内容の幅も格段に広がった．成績不振
学生に対する学習支援や補助教材の作成，学習意欲が
低下した学生のフォローアップのほか，危機介入やハ
ラスメント，ジェンダーに関する事柄など，相談室で
の相談だけにとどまらない全学的な対応，ときには学
外も巻き込んだ対応が必要な事案も出始めた．本学と
して初めて直面する事態への対応を迫られる場面もあ
ったが，実務を先行し，その時々で必要な事柄に丁寧
に取り組んだ結果，学生相談室は学内でさらに根付い
たものになっていった．
それまで会議体を持たなかった学内連携についても，
「学生対応連絡会議」と称して，学生課，教務課，保健
管理センターの関係教職員が集まることになり，学生
へのかかわりの方策を共通認識にすることが少しずつ
容易になった．
このような経過の後押しがあって，SDでの話題提
供や一部学科会議への出席が求められるなど，学生相
談室が学生対応に関するコンサルテーションの役割を
担うことへの期待が高まった．それに呼応して，発達
障害や危機介入等，トピックごとに必要な情報を学内
で発信，提供することも役割のひとつとなっていった
（図４）．
４）第四期（2018年４月～2018年９月）
2018年度は，学生相談室として念願だった相談員の
常勤化が実現した．相談員数はそれまでの２名から１
名に減員となったが，利用状況や活動範囲の広がりを
鑑みれば，実質カウンセラー数が１となったことは大
図４　学内における学生相談室の位置づけ〔第三期以降　2015年４月～現在〕
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図４ 学内における学生相談室の位置づけ
第三期以降 年月～現在
学内での連携協力が進む中で、支援の必要な学生に対し、教職員がそ
れぞれの部署で、それぞれの立場からかかわっていることが共通に認
識され、学生に対する包括的な見方が可能になった。学生相談室は学
生支援情報や支援のためのコーディネーションをする中核的な機能を
備えるようにもなっている。
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きな進展だった．また，常勤相談員が在室することに
よって，開室日に限定されず，１週間を通じて学生の様
子を見ることが可能となり，本学にとって必要な相談
支援の内容や方向性をより一層，見定めやすくなった．
常勤相談員の在室に呼応するかのように，2018年度
は新規来談者が半年もたたずに前年度実績（20人）を
超える28人を数えた．自発的に来談する学生の割合が
70％近くあり，教員や保護者から寄せられる相談も増
加している．
Ⅳ．考　　察
１．役割イメージの変容と活動の広がり
開設時に保健管理センターの一部に分掌されたことが
象徴するように，当初，学生相談室の役割イメージは，
心理相談の担い手という限定的なものであったことがう
かがわれる．しかしながら，それを実現させるために必
要な環境，すなわち，心理面接に適切な構造化された面
接室や相談員体制といったものは確保できない状況があ
り，他方，閉じた空間で心理面接するだけでは本来的な
支援に結びつかない学生の存在が本学にはあった．
そういった状況を踏まえ，まず学生相談室に対するそ
の役割イメージを変容させることに時間を割いたのが第
二期の活動だったと言える．心理療法を十分に行える環
境にないことを逆手にとり，関係教職員との連携に積極
的に乗り出し，「学生相談室は心理的な問題を抱えた学生
にカウンセリングをしてくれる場所」というイメージか
らの脱却をはかった．そして，保護者や教職員との面談，
学習サポート，就職支援，危機介入など多様な支援を重
ねることで，学生相談室の動き方にはバリエーションがあ
るという実態が理解されていった．そして，そのことが
「意外と使い勝手がよさそうだ」という周囲の感触，ひい
表１　相談室の開室体制と活動実績
週あたりの開室時間 相談員数＊１）
実質カウ
ンセラー
数＊２）
延べ
来談者数 来談率
＊３） 活　動　等
2011年度 3（勤務は４時間） １（非常勤） 0.1 45 1.5％
夏休み企画「コラージュでリフ
レッシュ」（単回）
リーフレットの作成開始
学生相談通信の発行開始
2012年度 3（勤務は４時間） １（非常勤） 0.1 96 0.7% 大学ＨＰに相談室のサイトを開設
2013年度 ３（勤務は４時間）　　　→６（同８時間・７月～） １→２（非常勤） 0.1→0.2 91 1.5%
ネット予約・メール予約を開始
相談室の場所を保健管理センター
から独立確保
2014年度 ６（勤務は８時間） ２（非常勤） 0.2 86 1.4% 就職に向けたメンタルヘルスセミナー（単回）
2015年度 9（勤務は15時間） ２（非常勤） 0.4 115 1.6%
年度当初のオリエンテーション
での周知開始
新入生向けスタートアップセミ
ナーへの陪席開始
リーフレットの設置箇所を増設
学生相談室文庫を開設
学生対応連絡会議開始
2016年度 9（勤務は15時間） ２（非常勤） 0.4 169 4.2%
教職員向け「学生相談のしおり」
を配布
学生相談室ポケットカードを作成
発達障害ポケットブック作成
2017年度 9（勤務は15時間） ２（非常勤） 0.4 336 5％
危機介入用資料（リーフレット
等）を作成
ＳＤでの話題提供を開始
学習ステーション（教職員によ
る学習支援）を開始
一部学科会議で学生支援情報共
有開始
2018年度
（９月末現在） 12（勤務は36時間40分） １（常勤） 1 284 6.2％
学生委員会等関連委員会へ出席
開始
＊１）　２名体制になった後も勤務員数は１開室日につき１名
＊２）　2015年度学生相談機関に関する調査報告（日本学生相談学会，2016）で用いられた基準をもとにした．専任相談員またはそれに準ず
る相談員を週35時間勤務とみなし，実際の相談員の配置状況を計算式（非常勤相談員の勤務時間÷35）で算出した．
＊３）　計算式（来談学生実数÷本学の対象在籍学生数×100）で算出した．
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ては相談室を活用しようという学内の空気につながって
いき，学生相談活動を活発化させたと考えられる．
２．困り感の回収と多機能化
第三期は，活動がさらに広がり，学生相談室がより幅
広く活用され始めた時期と言える．下山らは学生相談室
が行う支援について，情報提供などを行う「教示助言」，
緊急事態に際し介入や援助を行う「危機介入」，心理教育
的に支援をする「教育啓発」，心理療法を中心とした「心
理治療」，医療的ケアを受ける学生の「療学援助」を挙げ
ているが７），第三期以降の活動を振り返ると，そのすべ
てを行っていることがわかる．対象も学生個人から，当
該学生をめぐる関係者小集団，学科単位にまで広がり，
さらには危機介入など大学コミュニティ全体に働きかけ
るような状況も経験した．
その中で，学生相談室は自ずとより多くの機能を発揮
させることになった．具体的には，もともと期待されて
いた心理面接機能に加え，学生個人とその置かれている
状況をアセスメントする機能，学生やその対応への理解
を促すコンサルテーション機能，全学対応が必要な事案
等について学内外をコーディネートする機能，情報を集
約したり必要情報を提供したりする機能などである．
そして，情報集約についてさらにいえば，それまでは
各部署や教職員個々で抱えざるを得なかった困り感まで
一緒に回収するようになった．学内各所に散らばってい
る困り感は，学生相談室にとって，介入の糸口がどこに
あり，どのような支援が必要であるかを知る大きな手が
かりになるのだが，関係教職員の立場からすれば，それ
が回収されることは，すなわち負担感が軽減されること
にほかならない．本来業務がある中で学生支援に関与す
ることはとかく教職員の負担を増大させるが，連携する
ことでむしろ負担感が減るとなれば，学生支援への組み
しやすさを生み，結果，関係各所の力が統合した包括支
援を可能なものにすると考えられる．その意味で，学生
相談室の多機能化は，多様な学生へのさまざまなアプロー
チを可能にしただけでなく，今後，学内連携の活性化と
全学支援の体制基盤につながっていく重要な要素のひと
つであると言えるだろう．
Ⅴ．今後の展望と課題
昨今，障がいや性的マイノリティといった多様性を踏
まえた学生支援のほか，男女共同参画やキャリア形成な
ども含めたダイバーシティの推進をはかる大学が増えて
きた．現在，本学の学生相談室が取り組んでいる活動は，
学生の多様な課題を網羅しているという点で，ダイバー
シティ支援であると見ることもできる．そして，そのよ
うな多面的な支援を進捗させるには，ふだん生活してい
る場で統合したサービスが受けられる地域包括ケアシス
テムの枠組みが参考になる．地域包括ケアシステムを支
える重要な要素には，関係者のスムーズな連携と問題解
決に向けて大局的にとらえることのできるシステム構築
があると言われている８）が，このことを大学における学
生支援に置き換え，本学の現状と考え合わせると，学生
相談室が学内連携のハブとなって，学生支援状況を俯瞰
したり統合したりしながら進める包括支援の形が考えら
れる．そのためには，今後，「学生相談室」という名称や
学内における分掌の再検討，活動内容を明確にするため
の規程の策定，相談員の位置づけの見直しなどがとりい
そぎの課題となっていくだろう．
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